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■本日の内容

１．２００９年度 連結業績

２．市場環境認識

３．２０１０年度 事業方針

４．２０１０年度 連結業績予想
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■本日の内容

１．２００９年度 連結業績
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１. ２００９年度連結業績（前年比）

1.0%

3.4%

3.3%

0.9%

2.0%

2.1%

２９

９６

９５

２,８４６

２００８年度
実 績

（単位：億円）

△５２４当期純利益

△４５５１経 常 利 益

△４２５３営 業 利 益

９２％２,６０４売 上 高

前 年 比
２００９年度

実 績

◇通期業績は、『減収・減益』
［売 上 高］２,６０４億円（前年比９２％）

［営業利益］５３億円（前年差△４２億円）
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１. ２００９年度連結業績（期初公表比）
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＋４２４当期純利益

＋６５１経 常 利 益

＋１３５３営 業 利 益

100％２,６０４売 上 高

公 表 比
２００９年度

実 績

◇通期業績は、期初公表達成
［売 上 高］２,６０４億円（期初公表比１００％）

［営業利益］５３億円（期初公表差＋１３億円）
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１. ２００９年度部門別売上実績

◇売上は、戸建・集合請負、住宅部材が苦戦

（単位：億円） 前年比
２００８年度

実 績
２００９年度

実 績
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１０９％
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２,８４６

１６０

２７９

３８３

２,０２４

２６８

４５０

１,３０６

２,６０４合 計

１７９不 動 産 流 通

２１９住 宅 部 材

４２７分 譲 土 地 ・ 建 物

１,７７９建 築 請 負

２９２増 改 築

３６４集 合

１,１２３戸 建
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１. ２００９年度部門別受注実績

◇受注は、前年並みの１０１％

（単位：億円） 前年比
２００８年度

実 績
２００９年度

実 績

１０１％

１１２％

８９％

１１３％

９９％

１１１％

１０１％

９５％

２,６２２

１６０

２４７

３８７

１,８２８

２６７

４０８

１,１５３

２,６３８合 計

１７９不 動 産 流 通

２２０住 宅 部 材

４３８分 譲 土 地 ・ 建 物

１,８０１建 築 請 負

２９６増 改 築

４１０集 合

１,０９５戸 建
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１. 営業利益増減実績（前年比）

（単位：億円）

営業利益営業利益
＋９５＋９５

【【利益率３利益率３..３３％％】】

減販損
△７０

調達、現場他
合理化
＋３０

営業利益営業利益
＋５３＋５３

【【利益率利益率22..11％％】】

△４２億円

売上構成
変化他
△５３

固定費削減
＋５１

２００８年度
（実 績）

２００９年度
（実 績）
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電器店様との
協業本格推進

環境・省エネの
徹底訴求

ハウスオブザイヤー
インエレクトリック 2008

大賞受賞

宿泊体験
モデルハウス

積極展開

政府の支援策
・ローン減税 ・投資減税

・補助金 ・倍額買電

・贈与税

パナホーム

１. ２００９年度の取り組みポイント
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環境・省エネへの取り組み

１. ２００９年度の活動実績

＜戸建住宅への採用率 （受注ベース） ＞

８１％７０％エコキュート

８７％８７％オール電化

４５％２１％ソーラー

2009年度2008年度

５０％４４％４５％４０％ソーラー

第１Ｑ 第２Ｑ 第４Ｑ第３Ｑ（2009年度）
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戸建 新商品 Newエルソラーナ

■優れた省エネ・環境性能

・ｿｰﾗｰ発電ｼｽﾃﾑ

・Low-E複層ｶﾞﾗｽ

■一次取得者が購入しやすい値ごろ感

標準
装備

＜CO2排出量＞
年間約3.5t削減

＜光熱費＞
年間約31.5万円節約

１. ２００９年度の活動実績

１，８９１万円
56万円/坪 （111.69㎡）

ＣＵＢＥ代替で全国商品 を発売
請負金額1,500～2,500万円ゾーンのウエイト

→ 戸建ボリュームゾーンをカバー

■長期優良住宅 標準対応

４２％３７％３６％３６％

４Ｑ３Ｑ２Ｑ１Ｑ

１０年１月
発 売
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集合住宅 新商品 エルメゾン- Ｌ

１. ２００９年度の活動実績

■商品特長： 仕様、工事価格の見直しによる低価格化

【従来商品】 【エルメゾンＬ】
３,０４６万円 ⇒ ２,６４８万円

▲約４００万円ダウン（１００万円／世帯）

（７６０万円／戸） （６６０万円／戸）

■集合住宅の受注金額実績

・上期： 対前年 ８６％

・下期： 対前年１１８％

09年８月
発 売

年間： 対前年 １０１％
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■電器店様との協業推進

１. ２００９年度の活動実績

９６％１０７％８６％受注棟数

１２２％１２０％１２４％獲得名簿数

年度合計
2009年度

下期
2009年度

上期（前年比）

情報件数は、前年比22％アップ

受注は、下期に前年比107％
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１. ２００９年度の活動実績

■展示場数は ４１ヶ所 （１６％） 削減
２５５ヵ所（09／3末） → ２１４ヵ所（10／3末） へ

９９％合 計

９８％展 示 場

１２２％電器店様

前年比獲得名簿数

■獲得名簿数は、対前年で 約９９％

■宿泊体験モデルハウス
・展開数 40ヵ所(09/3)⇒ 62ヵ所(10/3)

（期初40ヵ所 ＋ 建設70棟 － 売却48棟）

・成約率 24％(08年度)⇒ 27％(09年度)
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2010年 ブランドメッセージの訴求

１. ２００９年度の活動実績



15
■本日の内容

２．市場環境認識
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【人口・世帯の減少】

・2005年から人口減少

・2015年から世帯数減少

・住宅ｽﾄｯｸ： 5,760万戸

・総世帯数： 5,000万世帯

・空 家： 760万戸

・空家率： 13％

【住宅余りの時代】

【世帯構成の変化】

少子高齢化、晩婚化による

単身世帯の増加

【住まい方の多様化】

持家、戸建、新築、立地

への こだわり変化

２. 市場環境の変化
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「住宅を作っては壊す」 社会から、

「いいものを作って、きちんと手入れして、
長く大切に使う」 社会へ移行

ストック
重視の
施策

・長期優良住宅

・リフォーム

（耐震・省エネ・UD）

・中古流通の促進

(2006年6月施行）

住生活基本法 ～量から質へ～

２. 国の住宅政策の変化
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■住宅版エコポイント

■贈与税非課税枠の拡大

■フラット35Sの金利優遇

■ﾛｰﾝ減税の継続

■各種補助

（ソーラー発電、エコキュート、エネファーム）

２. 国の住宅政策
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■本日の内容

３．２０１０度 事業方針
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「住宅産業」 から 「住生活産業」 へ

「建てるとき」「建てるとき」 だけのだけの

『『住宅産業住宅産業』』 から、から、

「住むとき」「住むとき」 「売るとき」「売るとき」 「貸すとき」「貸すとき」

の全てのニーズに対応するの全てのニーズに対応する

『『住生活産業住生活産業』』 へと転換を図るへと転換を図る

３. 基本方針
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新築事業 ストック事業＋

新築中心の事業領域に

ストック事業を加え 生成発展を図る

新築中心の事業領域に

ストック事業を加え 生成発展を図る

３. 基本方針
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■請負
①戸建： 商品革新による競争力強化

・環境・省エネ性能の向上

・都市部で勝てる商品の投入

②集合： 入居者ターゲットの転換

・高齢者専用賃貸住宅の建築請負推進

■分譲
①戸建分譲： 小ロット・売建方式へ

②マンション分譲： 保有物件完売に努める

３-1. 新築事業の強化
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３-1. 『ＣＯ２ ± ０（ゼロ）住宅』への取り組み

研究棟建設により、様々な試験・研究を実施

■住宅エネルギー検証
創エネ・蓄エネ・省エネ・繋エネ、
自然活用エネルギーを検証・評価

■実生活型検証
実際に家族が居住し、日常生活での
創エネルギーと消費エネルギーを評価

■家まるごとパナソニック
「ＡＣ／ＤＣハイブリッド配線システム」や
「ライフィニティＥＣＯマネシステム」 を評価

■産学連携
東京大学、日建設計、
海法圭建築設計事務所との連携

・建築地 ：滋賀県東近江市(本社工場内)

・延床面積：１３５㎡（４０．８坪）

・完 成 ：２０１０年７月予定
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３-1. 『ＣＯ２ ± ０（ゼロ）住宅』への取り組み

ｿｰﾗｰ2.7ｋW
＋

エネファーム

ｿｰﾗｰ3.1ｋW
＋

エネファーム

ｿｰﾗｰ3.6ｋW
＋

エネファーム

ｿｰﾗｰ4.3ｋW
＋

エネファーム
Ｗ発電②

または

４．０ｋW４．６ｋW５．４ｋW５．７ｋWソーラー①

２０１２年度２０１１年度２０１０年度２００９年度＜条件＞

CO2±０

住宅の

実現

2012年度、 「ソーラー4.0ｋW」 または

「ソーラー2.7ｋW ＋ エネファーム」 で

CO2±０を実現
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商品

特長
３．価格競争力

１．環境・省エネ強化

２．豊かな住空間、敷地対応力

３-1. 都市部で勝てる商品の投入

高度地区
斜線対応

敷地

敷地対応力アップ
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３-1. 集合請負事業

高齢者専用賃貸住宅の建築請負推進

■ 背 景 ： 待機者42万人といわれる要介護の高齢者
が年金収入（約20万円／月）の範囲で暮ら
せる、民間の介護付き高専賃が不足

■事業内容： 地主の資産活用ニーズと、介護事業者の
事業拡大ニーズを結びつけ、
要介護の高齢者に良好な住まいを提供
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戸建分譲用地

【単位：億円】

100

200

300

400
３８０３８０
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３-1.分譲事業

３５８３５８

2009.3末 2009.9末 2010.3末 2011.3末計画2008.3末

◇戸 建 ： 都市部中心、小規模分譲、回転率ＵＰ
◇マンション： 保有物件の完売に努める

【販売用土地在庫推移】
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３-2. ストック事業の強化

■リノベーション事業の展開
・対象：一般在来木造・マンション

・家まるごと再生改修工事

・中古住宅流通の情報収集機能 強化（提携）

■リフォーム・メンテナンスの強化
・対象：パナホーム既築物件

・顧客満足度向上を目指す
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■営業本部・支社内にリノベーション部門を発足

■営業、設計、建設の連携によるチーム体制

＜対 象＞

木造・マンションなど

一般物件

３-2. リノベーション事業の展開
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■営業スタイルの転換

（住む・売る・貸すのニーズに応える

コンサルティング営業）

■営業のプロセス標準化・効率化

（個の力からチーム営業へ）

■地域密着への組織体制とチャネル展開

（展示場依存型の体制、集客からの脱却）

■地域電器店様との協業の推進

（宿泊体験モデルハウスの徹底活用）

３-3.「営業革新」の更なる推進
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３-4.海外事業展開～台湾での事業化～

会社概要
■社 名： 台湾松下居家内装股份有限公司

（パナホーム台湾レジデンス株式会社）

■展開目的
・需要拡大が期待される海外の
成長性を取込む

■事業内容
・マンションや戸建住宅の内装設計、

工事請負およびリフォーム事業

■営業開始： 2010年3月1日

■資本金 ： 2,000万元 （約5,500万円）

■株 主 ： パナホーム60％、現地資本40％

■社員数 ： 12名 （当社からの出向2名）



33
■本日の内容

４．２０１０年度 連結業績予想
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前
年
比

（
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）

４．足下の受注状況(金額ベース)

（2009年度 上期） （2009年度 下期）

89% 89%

96%

113%

※戸建請負 ＋ 集合請負
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４. 建築請負の受注残高

８６％

９８％

９２％

８３％

２００９/３(前年比・金額ベース）

１０２％

１１２％

１１２％

９６％

２０１０/３

８８％

１０６％

９０％

８６％

２００９/９

建 築 請 負

増 改 築

集 合

戸 建

◇２０１０年３月末の受注残高は、前年比１０２％
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４. ２０１０年度部門別受注予想

２,７２０

１９０

２２０

３８０

１,９３０

３６０

４２０

１,１５０

２０１０年度
予 想

（単位：億円）

１０３％

１０６％

１００％

８７％

１０７％

１２２％

１０２％

１０５％

前年比

２,６３８

１７９

２２０

４３８

１,８０１

２９６

４１０

１,０９５

２００９年度
実 績

合 計

不 動 産 流 通

住 宅 部 材

分 譲 土 地 ・ 建 物

建 築 請 負

増 改 築

集 合

戸 建

◇建築請負は、前年比１０７％
合計で前年比１０３％
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４. ２０１０年度部門別売上予想

２,６５０

１９０

２２０

３８０

１,８６０

３４０

３８０

１,１４０

２０１０年度
予 想

（単位：億円）

１０２％

１０６％

１００％

８９％

１０５％

１１６％

１０５％

１０２％

前年比

２,６０４

１７９

２１９

４２７

１,７７９

２９２

３６４

１,１２３

２００９年度
実 績

合 計

不 動 産 流 通

住 宅 部 材

分 譲 土 地 ・ 建 物

建 築 請 負

増 改 築

集 合

戸 建

◇建築請負は、前年比１０５％
合計で前年比１０２％



38

４. ２０１０年度連結業績予想

＋２

＋１４

＋１２

102％

前年比

２,６５０103％１,４００100％１,２５０売 上 高

前年比前年比

＋６

＋１３

＋１１

△４

＋１

＋１

２３

４９

４８

金 額

２０１０年度
下期予想（単位：億円）

２６３当期純利益

６５１６経 常 利 益

６５１７営 業 利 益

金 額金 額

２０１０年度
通期予想

２０１０年度
上期予想

◇『増収・増益』へ
［売 上 高］２,６５０億円（前年比１０２％）
［営業利益］６５億円（前年差＋１２億円）
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４. 営業利益増減予想（前年比）

（単位：億円）

営業利益営業利益
＋５３＋５３

【【利益率利益率22..11％％】】

営業利益営業利益
＋６５＋６５

【【利益率利益率22..55％％】】
＋１２億円

２００９年度
（実 績）

２０１０年度
（予 想）

固定費
増加
▲８増販益

＋１４

調達・現場他
合理化
＋９売上構成

変化他
＋６

資材
価格上昇

▲９
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４. 攻めへの転換

１０６％

１６５％

１１０％

１０２％

２０１１/３
受注残高
（予想）

１０２％

１１２％

１１２％

９６％

２０１０/３
受注残高

(前年比・
金額ベース）

１０５％

１１６％

１０５％

１０２％

２０１０年度
売上高
（予想）

１０７％

１２２％

１０２％

１０５％

２０１０年度
受注高
（予想）

建 築 請 負

増 改 築

集 合

戸 建

◇２０１１年３月末の受注残高は、前年比１０６％



41

(注) 本資料の計画や業績予想等の将来見通しは、現時点において

当社が合理的であると判断する一定の前提に基づくものです。

実際の業績は、当社を取り巻く経済情勢・需要動向等の変化、

金融情勢の変化、地価の大幅な変動等様々な要因により

予想数値とは大きく異なる可能性があります。


